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SSS26-P12 会場:3階ポスター会場 時間:4月 30日 18:15-19:30

P波及びS波地震波干渉法より推定される関東堆積盆地内の地震波速度の深さ変化
Depth variation of the P- and S-wave velocities in the Kanto sedimentary basin inferred
from seismic interferometry

吉本和生 1∗ ;菅原勇真 1 ;鍛治川謙吾 1 ;小林学 1 ;増田啓 1 ;武村俊介 1 ;平田直 2 ;酒井慎一 2 ;佐藤比呂志 2 ;中原
恒 3
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MURA, Shunsuke1 ; HIRATA, Naoshi2 ; SAKAI, Shin’ichi2 ; SATO, Hiroshi2 ; NAKAHARA, Hisashi3

1 横浜市立大学生命ナノシステム科学研究科, 2 東京大学地震研究所, 3 東北大学理学研究科
1Nanobioscience, Yokohama City Univ, Yokohama, Japan,2ERI, Univ. of Tokyo, Tokyo, Japan,3Geophysics, Science, Tohoku
Univ, Sendai, Japan

１．はじめに
　関東平野における長周期地震動の発生を正確に評価するためには，関東堆積盆地内の新第三系以降の堆積層の地震

波速度の深さ変化を詳細に明らかにする必要がある．しかしながら，深層井での VSP法調査などを除いて，P波と S波
を同時に解析対象として，それらの速度の関係を調べた研究の数は限られる．本報告では，堆積層内を伝播する P波及
び S波の地表－地震基盤間の走時を地震波干渉法によって測定し，この測定結果に基づいて推定した P波速度と S波速
度の関係の深さ依存性などについて紹介する．

２．データと解析
　首都圏地震観測網（MeSO-net）の地震観測点で得られた 160の近地地震の波形記録を解析した．地震波干渉法では，

各観測点の加速度波形を変位波形に変換し，S波については初動から 10秒間の SH成分，P波については初動から 5秒
間の上下成分について自己相関関数を求めた後に，重合処理により地盤のレスポンス関数（地盤の地震波反射応答関数）
を評価した．さらに，各観測点で得られたレスポンス関数において地震基盤の反射波の波相を検出し，堆積層内を伝播
する P波及び S波の地表－地震基盤間の往復走時を測定した．

３．結果
　上記のデータ解析により，関東堆積盆地内の 266地点において，P波及び S波の地表－地震基盤間の往復走時（以下，

それぞれ Tpと Tsとする）の測定に成功した．これまで S波地震波干渉法に関しては多くの研究報告があるが，本研究
の結果は，大深度地盤構造探査手法としての P波地震波干渉法の有効性を示すものであると言える．測定された地表－
地震基盤間の往復走時の範囲は，Tpで 0.5～4.0 s程度，Tsで 2.0～8.0 s程度であった．全ての測定値を用いて Tpと Ts
の関係をグラフ化すると，きれいな右肩上がりの比例関係が確認された．グラフの傾きは，左端で 4程度であるが，Tp
の増大とともに徐々に緩やかになり，右端では 2弱程度になる．興味深いことに，この Tpと Tsの関係は，岩槻の深層
井における VSP法調査（Yamamizu 2004）の測定結果に極めて類似するものであった．このことは，岩槻における地震
波速度構造を関東堆積盆地の標準的な構造であると指摘した Yoshimoto and Takemura (2014)の報告と整合的である．こ
の結果をもとに，今回の測定結果を解釈すると，堆積層の P波速度（Vp）と S波速度（Vs）の比は，深さ約 0.5 km以浅
では平均値として 4程度であるが，深さとともに漸減し，深さ約 2.0 km以深では 2弱程度になると言える．

謝辞
　本研究では，首都圏地震観測網の地震波形記録を使用しました．本研究は，東京大学地震研究所共同研究プログラ

ムの援助を受けました．ここに記して感謝します．

キーワード: 地震波干渉法,関東堆積盆地,堆積層構造,地震波速度構造
Keywords: seismic interferometry, Kanto sedimentary basin, sedimentary structure, seismic velocity structure
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SSS26-03 会場:315 時間:4月 30日 16:30-16:45

箱根火山から丹沢山地にかけての地震波速度構造
Three-dimensional velocity structures in the region between Hakone volcano and Tan-
zawa Mountains, central Japan

行竹洋平 1∗ ;本多亮 1 ;原田昌武 1 ;里村幹夫 1 ;松原誠 2

YUKUTAKE, Yohei1∗ ; HONDA, Ryou1 ; HARADA, Masatake1 ; SATOMURA, Mikio1 ; MATSUBARA, Makoto2

1 神奈川県温泉地学研究所, 2 防災科学技術研究所
1Hot Springs Research Institute of Kanagawa prefecture,2Earthquake Research Institute, National Research Institute for Earth
Science and Disaster Prevention

１．はじめに
　箱根火山は伊豆衝突帯北部に位置し、周囲を直径約 15kmの外輪山に囲まれる第四紀の活火山である．箱根カルデラ

内では、群発地震が頻繁に発生しており、地下深部のマグマ由来の熱水が地震の発生に関係している可能性が指摘されて
いる（例えば、Oki and Hirano, 1970; Yukutake et al., 2011）ほか、箱根カルデラ下深さ 15～20km付近には低周波地震が
観測されている．しかし、地下深部に存在すると考えられているマグマ溜りの詳細な位置やそれと低周波地震との関係、
熱水とカルデラ浅部で発生する群発地震活動との関係について十分な理解が進んでいない．また、箱根火山から北に約
20km離れた場所に位置する丹沢山地では、伊豆・丹沢の地塊が本州側に多重に衝突する複雑なテクトニクスを有する．
箱根火山活動に関係するマグマ供給システムとそれに由来する熱水系と地震活動との理解や、衝突帯北縁のテクトニク
スの理解を進めるうえで、この地域の地殻構造を詳細に推定することが重要となる．本研究では、定常地震観測点に加
えて箱根カルデラ内および周辺域に設置された機動的地震観測点を用い、3次元地震波速度構造の推定を試みた．

２．データ及び手法
　 2009年 6月から 2011年 6月の期間に、神奈川県温泉地学研究所により箱根カルデラ内およびその周辺域において

設置された 22点の機動的地震観測点のデータを解析に使用した．さらに、2009年から 2011年の期間に、防災科学技術
研究所により箱根から丹沢山地にかけて設置された約 30点の機動的地震観測点のデータ、温地研、防災科研、東大地震
研、気象庁の定常地震観測点のデータもあわせて使用した．2009年 6月から 2011年 4月の期間に発生した 1200イベン
トについて、P波及び S波走時を手動検測しトモグラフィー解析に用いた．
　 3次元速度構造の推定には、Double-difference tomography法 (Zhang and Thurber, 2003)を使用した．初期１次元速

度構造は、JHD法（Kissling et al., 1994）より推定した．水平方向 4km、深さ方向 3km間隔のグリッドを配置し、3次元
速度構造の推定を行った．

３．結果と解釈
　箱根カルデラ内の速度構造については、群発地震発生域の深さ 3km付近において P波速度 (Vp)が 6.0km/sの比較的

高速度であるのに対して、群発地震発生域の下限にあたる深さ 6kmから 15kmにかけて 5.2km/sから 6.6km/の低 Vp域
が推定された．S波速度 (Vs)についても、深さ 6km～15kmにかけて 3.5km/s～4.1km/sの低 Vs域が推定された．Vp/Vs
に変換すると、深さ 10km～15km付近にかけて領域では、Vp/Vsが 1.9と高く、一方群発地震発生域下限の深さ 6kmで
は Vp/Vsが 1.6程度の比較的低い値となる．これらの結果を Takei (2002)による空隙のアスペクト比と Vp/Vsとの関係
に当てはめると、Vp/Vsが高い領域は空隙に水またはメルト、Vp/Vsが低い領域は水またはガスが満たされた領域として
解釈できる．高い Vp/Vsの領域は、箱根カルデラ周辺で観測される山体の伸びを示す地殻変動のソース源（例えば、原
田ほか、2009）と一致しており、マグマ溜りを反映していると考えられる．低い Vp/Vsの領域はマグマ由来の熱水やガ
スの存在を反映しており、群発地震の発生と密接に関係していることが示唆される．
　丹沢山地では、Vpが 6.5km/s以上の非常に高速度な領域が地表付近まで存在する．丹沢山地では伊豆・小笠原弧の

下部地殻物質に対応するトーナル岩や斑レイ岩が地表に露出しており、これらの岩体は速い地震波速度を持つことが知ら
れている（例えば、Kitamura et al., 2003）．丹沢山地の高 Vp領域は、丹沢地塊が本州弧に衝突することにより、地表ま
で露出した下部地殻物質を反映したもとの思われる．丹沢山地から箱根カルデラ北縁にかけての領域では Vp5.0-5.5km/s
の低速度域が推定され、足柄層群（トラフ充填物）に対応すると考えられる．上記の結果は丹沢、伊豆の衝突の過程で形
成された複雑な地殻構造を反映したものであり、Nakamichi et al. (2007)や Arai et al. (2009)の先行研究と調和的である．

謝辞
本研究では、防災科学技術研究、東京大学地震研究所、気象庁観測点の地震波形データ、及び気象庁一元化の検測値

を使用させて頂きました．本研究は文部科学省受託研究「神縄・国府津－松田断層帯における重点的な調査観測」によ
り取得された地震データを利用しました．
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SSS29-P05 会場:3階ポスター会場 時間:4月 28日 18:15-19:30

大正関東地震最大余震の震源過程に関する考察
Study on the source process of the largest aftershock of 1923 Kanto earthquake
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Development of Earthquake Prediction

1923年大正関東地震（M7.9）の特徴の一つとして、M7以上の大きな余震が他のM8級の地震に比べて多かったこと
が挙げられる。余震群の中で最大のものは、本震の翌日に発生した地震で、M7.5（武村、2003）と推定されている。関
東地震の直後のため観測記録が少なく詳細は明らかになっていないが、S-P時間の再解析などを行ったいくつかの研究
（例えば、武村、1994;浜田ほか、2001）によれば、震源は房総半島沖の海溝軸付近から九十九里浜付近直下と推定され
ている。また Kimura et al. (2009)は、地殻変動データから最大余震の断層面を推定し、フィリピン海プレート境界のス
ロースリップが発生する領域およびプレート境界の固着域と重複することを示した。しかし、その震源過程などについ
てはいまだ不明な点が多く、房総半島沖のフィリピン海プレート境界の地震発生様式を考えるうえで、震源過程を明ら
かにすることは重要であると考えられる。そこで本研究では手始めに、岐阜測候所、高田測候所、仙台（東北帝国大学
向山観象所）、秋田測候所の今村式強震計による観測記録を用いて最大余震のアスペリティの位置を推定し、房総半島沖
のフィリピン海プレート境界で発生するスロースリップや繰り返し地震などとの位置関係について考察した。
手法
Kimura et al., (2009)で推定された断層面を基に、アスペリティ位置の推定を行う。まず、断層面上の最浅部 (S1)、中

央部 (S2)、最深部 (S3)の 3か所に仮想震源をおき、それぞれの場合について各観測点までの S波の理論走時を計算して
観測波形を並べる。S波の到達時刻は、武村 (1994)、武村他（1995）、武村・野澤（1996）、武村・野澤（1998）の読み取
り値を採用した。次に、３つの震源パターンそれぞれについて、S1～S3にポイントソース（アスペリティ）をおき、ラ
イズタイム 20秒の smoothed ramp関数を仮定して理論波形を計算する。メカニズムは、Kimura et al. (2009)のものを使
用した。震源とアスペリティのすべての組み合わせ（9通り）について、観測波形と理論波形の相関係数を計算し、その
スコアが最も良い組み合わせを探した。このとき、破壊開始からアスペリティが破壊されるまでの時間は、試行錯誤的
にもっとも相関が良くなる時間を探した。
結果
S1もしくは S3を破壊開始点とし、S1～S3にアスペリティを仮定して理論波形と観測波形の相関係数を計算した場合、

各サイトによって相関係数が高くなるアスペリティの位置がばらつく結果となった。一方、S2を破壊開始点とした場合
は、仙台以外は S3にアスペリティをおいた場合についてもっともよくなった。したがって、断層面中央付近（S2）で破
壊が始まり、深いほう（S3）に向かって破壊が進展したと考えられる。この時のアスペリティの破壊時間は、破壊開始
から 12秒後であり、およその破壊伝播速度は 3km/sである。ライズタイム 20秒を仮定しているため、全体の破壊時間
は 32秒程度となり、M7.5という規模とは矛盾しない。
謝辞
観測波形は、デジタル化し基準線補正を施したものを、鹿島建設から提供していただいた。ここに記して感謝いたし

ます。

キーワード: 大正関東地震,最大余震,震源過程
Keywords: 1923 Kanto earthquake, the largest aftershock, source process
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GPSデータによる伊豆衝突帯北東縁の地殻変動
Crustal deformation of the northeastern margin of the Izu Collision Zone inferred from
GPS observations

道家涼介 1∗ ;原田昌武 1 ;里村幹夫 1 ;宮岡一樹 1

DOKE, Ryosuke1∗ ; HARADA, Masatake1 ; SATOMURA, Mikio1 ; MIYAOKA, Kazuki 1

1 神奈川県温泉地学研究所
1Hot Springs Research Institute of Kanagawa Prefecture

はじめに
フィリピン海プレートの最北端である伊豆半島周辺の地域では、伊豆半島が本州に衝突すると共に、その東側では相模

トラフ、西側では駿河トラフでそれぞれ日本列島下への沈み込みが発生している。このような複雑な衝突および沈み込
みに特徴付けられる伊豆衝突帯の北東縁部では、歴史的にも M7クラスの地震が多く発生している（宇佐美、1987；石
橋、1993）。また、衝突帯周縁に位置する神縄・国府津‐松田断層帯や、伊豆半島北半部を南北に走る北伊豆断層帯（丹
那断層）など、多くの活断層が分布する（活断層研究会編、1991など）。
以上の様な、複雑な断層構造・地震テクトニクスを示す伊豆衝突帯北東縁部において、定常的な地殻変動の様子を明ら

かにすることは、同地域で発生する地震のメカニズムを理解する上で重要である。本研究では、国土地理院のGEONET
に加え、温泉地学研究所が独自に行っているGPS観測のデータを用い伊豆衝突帯北東縁部の地殻変動の傾向について考
察を行った。

使用データ・方法
GEONETにおける日々の座標値（F3解）に加え、温泉地学研究所の観測点 12点（内 1点は、独立行政法人防災科学

技術研究所との共同研究による観測点）のデータを用いた。温泉地学研究所の観測点のデータは、周辺のGEONET観測
点のデータと共に Bernese5.0により解析を行った結果を用いた。また、解析結果と F3解との座標値のギャップは、同時
に解析を行ったGEONET小田原観測点の日々の座標値が F3解に一致するよう補正した。F3解におけるアンテナ保守な
どによるギャップは、国土地理院にて公開されている補正値を用いて補正した。
以上のデータから、GEONET函南観測点を固定点とした各観測点の時系列グラフを作成し、周辺地域における群発地

震活動、スロースリップイベントおよび 2011年東日本太平洋沖地震による変位・余効変動の影響を受けていないと思わ
れる期間を観測点毎に抽出し、各観測点における定常的な変位速度ベクトルを求め、平面ベクトル図および変位速度プ
ロファイルを作成した。

結果および考察
伊豆衝突帯およびその周辺地域における定常的な変位速度ベクトルの分布・変位速度プロファイルより、以下の地殻

変動の特徴が明らかとなった。
1)北伊豆断層帯が分布する東経 139.00°付近から東側の地域では、顕著な北向きの地殻変動が認められる。
2)北伊豆断層帯から足柄平野付近までの幅 15～20kmの区間では、東側ほど北向き変位速度が大きくなる傾向が認め

られ、同区間の両端における北向き変位速度の差は約 10mm/yrに達する。また、同区間の平均的な剪断歪速度は、およ
そ 4.7× 10−7 yr−1 と算出される。

3)北伊豆断層帯の西側では、わずかに北～東向きの地殻変動が認められるのみであり、その変位速度の変化も緩やか
である。
以上から、伊豆半島の北東端の幅 15～20kmの区間では、顕著な剪断変形が生じていることが示唆される。また、北

伊豆断層帯は剪断変形帯の西端に位置しており、同断層帯を境とした東西において非対称な地殻変動のパターンを示す。
本研究で示した剪断変形帯は、伊豆半島が衝突する一方その東側の相模トラフで沈み込みが発生しているために、そ

の両側に生じた地殻変動のギャップに起因し形成されたと見受けられる。すなわち、フィリピン海プレート上における
衝突側ブロックと沈み込み側ブロックの間の漸移帯として位置付けることが可能である。

文献
宇佐美龍夫，1987，新編日本被害地震総覧，東京大学出版会，434p．
活断層研究会編，1991，新編日本の活断層，東京大学出版会，437p．
石橋克彦，1993，小田原付近に発生した歴史地震とその地学的意義，地学雑誌，102，341-535．

キーワード: GPS,地殻変動,伊豆衝突帯,北伊豆断層帯
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スタッキング手法を用いた群発地震活動のモニタリング 
＃
原田昌武（温地研）・宮岡一樹（気象研）・道家涼介・  

本多亮・行竹洋平・板寺一洋・竹中潤・里村幹夫（温地研）  

 
Stacking method for monitoring earthquake swarm activities 

＃Masatake HARADA (HSRI), Kazuki MIYAOKA (MRI) , 
Ryosuke DOKE, Ryou HONDA, Yohei YUKUTAKE, 

Kazuhiro ITADERA, Jun TAKENAKA and Mikio SATOMURA (HSRI) 
 

温泉地学研究所では箱根火山とフィリピン海プレート北東端部周辺におい

て、1968 年から地震観測を実施している。1989 年に観測データのテレメータ

化を行った以後では、2001 年 6～10 月に最大級の群発地震活動が箱根火山で

発生した。その後も箱根火山では、2006 年、2008 年から 2009 年にかけて、

2011 年、2013 年と比較的規模の大きな群発地震活動が発生している。これら

の群発活動のうち、2011 年の活動は東北地方太平洋沖地震によって誘発され

たと考えられ（Yukutake et al., 2011：原田他, 2012：Yukutake et al., 2013）、そ

れを除く 4 回の活動では、GPS によって山体膨張が観測されている。この山

体膨張は箱根火山深部の圧力源の膨張によって生じたと推定されている（原

田他, 2009）。興味深いのは、箱根火山でのこれらの群発地震時の地震活動と

GPS による地殻変動の時系列を比較したところ、GPS による基線長や膨張歪

が群発地震活動よりもやや先行する傾向が見えることである（原田他，2011）。 
ただし、群発地震活動に先行する GPS 基線長の変化は微小であり、特に変

化の初期段階でこれを検出するのは困難である。そこで、宮岡他（2013）は

複数の GPS の基線長をスタッキングすることによって地殻変動を増幅し、群

発地震活動に先行する基線長変化を明瞭にすることを試みた結果、2013 年の

箱根群発地震に先行する地殻変動を捉えている。 
本研究では宮岡他（2013）をさらに拡張し、スタッキングに用いる基線長

の組み合わせをいくつか作成し（図 1）、スタッキング波形を計算した。その

結果、長い基線長を組み合わせたスタッキング波形は（図 2 の Net 2,3）、短い

基線長を組み合わせたそれ（図 2 の Net 1）よりも、若干早い時期から変化が

出ていると考えられる。長い基線長の組み合わせと短い基線長のそれで変化

のタイミングが異なるということは、圧力源の深さの違いを反映していると

考えられるため、スタッキング手法を用いることは圧力源の移動を判断する

ための有効なモニタリング方法であるかもしれない。 
謝辞：本研究の一部は，文部科学省の「都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の

軽減化プロジェクト」による支援を受けました。また、国土地理院による GNSS

データを使用しました。ここに記して感謝いたします。 

図 2. GPS基線長の組み合わせによるスタッキング波形と箱根火山での地震活動。 

図 1. スタッキングに使用した GPS の基線長の組み合わせ例。 



ＧＰＳデータによる伊豆衝突帯北東縁部の剪断変形帯 
#道家涼介・原田昌武・里村幹夫（温地研）・宮岡一樹（気象研） 

Shear Deformation Zone in the Northeastern Margin of 
the Izu Collision Zone inferred from GPS observation 
#Ryosuke Doke, Masatake Harada, Mikio Satomura (HSRI), Kazuki 

Miyaoka (MRI) 

伊豆‐小笠原弧の本州弧への衝突および相模トラフからのフィリピン海プレート

の沈み込みに特徴付けられる伊豆衝突帯の北東縁部では，歴史的にM7クラスの

地震が多く発生している（宇佐美，1987；石橋，1993）．地質学的な時間スケール

における同地帯の変形として，伊豆半島の北東部の地域で古地磁気データにより

南北方向の剪断変形とそれに伴う反時計回りの回転運動の存在が推定されてい

る（Koyama and Umino，  1991）．一方，測地学的な時間スケールでは，北伊豆

断層帯（丹那断層）周辺を境にGPSの変位速度場が変化することが指摘されてい

るものの（石橋・井澗，2004；Nishimura et al.，2007；吉田ほか，2011など），観測

点密度が不十分である等の理由から，その詳細な実態は明らかとなっていない．  
本研究では，国土地理院のGEONET観測点（F3解を使用）に加え，温泉地学

研究所独自のGPS観測点（Berneseにより独自に解析）のデータを用い，伊豆衝突

帯北東縁部における平常時の地殻変動について検討を行った． 
GPSデータの解析結果および周辺地域における地震活動との比較から以下の

ことが明らかとなった． 
1) 北伊豆断層帯周辺の東西では，GPSの変位速度場に明瞭な違いが存在し，北

伊豆断層帯周辺から足柄平野の間では，東に位置する観測点ほど北向きの変

位速度が大きい（図）．同地域の両端（東西の幅約15～20km）における北向き

変位速度の差は約10mm/yrである。 
2) 同地域における主歪は，NE-SW方向の伸長およびNW-SE方向の短縮を示す．

また，丹那断層と調和的な，南北方向に左横ずれが最大となる  剪断歪速度

（0.3-1.0ppm/yr）が認められる（図）． 
3) この剪断変形帯の北端に位置する丹沢山地東部と陸上における南端の伊豆

半島東部の地震活動は，活発期と低調期を明瞭に区分でき，両地域の地震活

動には相関が認められる．このことは，剪断変形帯が一連の地帯として変形を

受けていることを示唆しており，同地帯をフィリピン海プレート上の衝突‐沈み込

みブロック間の境界に位置づけることが可能である． 

本研究は，文部科学省の「都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロ

ジェクト」による支援を受けました．ここに記して感謝いたします． 

 
図 伊豆半島周辺の平常時におけるGPS変位速度場（ベクトル）および最大剪断

歪速度（コンター）．GEONET函南観測点（☆）を固定．観測点毎にイベント的な変

位を含まない期間を抽出し作成．コンター間隔は0.1ppm/yr．灰色実線は活断層． 



ノイズを効率的に抑制するセンブランス係数の計算

手法を用いた2007年中越沖地震の震源イメージ 

#本多亮（温地研）・蓬田清（北大理） 

Source image of the 2007 Chuetsu-oki Earthquake by a 
new semblance analysis with efficient noise reduction 

#Ryou Honda (HSRI), Kiyoshi Yomogida (Hokkaido Univ.) 

 

バックプロジェクション法によって震源解析を行う場合、稠密な観測

点アレイを使ってコヒーレントな波の励起源を推定する手法が有効であ

る。例えば Honda and Aoi (2009)は、東京電力柏崎刈羽原発の強震動波

形を用いて 2007 年中越沖地震の震源過程解析を行っている。ただし彼

らの結果は、近地強震波形を用いたインバージョンの結果（Aoi et al. 

2008）とおおまかには似ているが、推定された地震波の励起域の収束は

よくない。その原因の一つは、震源由来でない波を従来のアレイ解析法

ではキャンセルしきれていないためと考えられる。本研究では、センブ

ランス係数の計算の際にノイズを効率的に除去する手法を適用し、2007

年中越沖地震の震源イメージを推定した。 

断層面上の地震波の励起された位置を推定するために、式(1)で示され

る小断層ごとのセンブランス係数の時系列 S j(t)を求め、t について足し

合わせた値を断層面上に投影する。 
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ここで、U は観測波形、M はある時間窓内のサンプル数、N は観測点数。

dti j は j 番目の小断層を震源としたときの、基準観測点と i 番目の観測点

の走時差。センブランス係数は、ある時間窓に含まれる波形のトータル

の入力エネルギー（分母）と、同じ時間窓の中のコヒーレントな波のエ

ネルギー（分子）の比を表している。本研究では、各観測点の振幅の N

乗根をとって足し合わせ、その後に N 乗して振幅を回復する Nth root 

stack の手法をセンブランス係数の計算に取り入れた。これによって、震

源由来以外の波を効率的にキャンセルし、よりもっともらしい震源イメ

ージが得られると期待できる。 

2007 年中越沖地震について解析した結果を示す。図 1 は、断層面上の

ある点で得られたセンブランスの時系列を積分し、得られた値の最大値

で規格化したものである。図 1 は南東落ちの断層モデルについて、 (a) 

本研究の手法で計算した結果と(b)従来の計算法による結果を、(c)に北

西落ちの断層モデルに本研究の手法を適用した結果示す。解析には Aoi 

et al, (2008)と同じ周期帯の速度波形を使用している。  (a)は(b)に比較し

て観測波形に見られる 2 つの大振幅パルスの波源が明瞭にイメージされ

ていることがわかる。Aoi et al (2008)のすべり量分布とも近い。また、

(a)と（c）を比較すると、震源付近の地震波励起の強度はほぼ等しいが、

2 つ目のパルスの励起源に相当するピークは、南東落ちモデルのほうが

ピークの値が大きく収束もよい。OBS で得られた余震分布などからは南

東落ち断層が示唆されていた(Shinohara et al. 2008)が、本研究による結

果からも、２つめの大振幅パルスを説明するためには、南東落ちの断層

モデルが妥当であると

考えられる。 

 

謝辞 

解析には防災科研 K-

NET,KiK-net、建築研究

所、気象庁の強震記録を

使用しました。また本研

究 は JSPS 科 研 費

24740314 の助成をうけ
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図1： 小断層上で得られたS j(t)を足し合わせ

て得られた地震波の励起域のイメージ。矢

印は、大振幅パルスの励起源に相当するピ

ーク。図はそれぞれ最大値で規格化してあ

る。ただし、(a)と(c)の最大値はほぼ同じ。☆

は震央。 
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2014年 1月房総半島沖スロースリップイベントと群発地震活動
The Slow Slip Event off the Boso Peninsula on January 2014 and the associated earth-
quake swarm

木村尚紀 1∗

KIMURA, Hisanori1∗

1 防災科学技術研究所 (防災科研)
1National Research Institute for Earth Science and Disaster Prevention (NIED)

はじめに
房総半島沖ではスロースリップイベント (Slow Slip Event: SSE)が群発地震を伴って 4-7年間隔で繰り返し発生するこ

とが知られている。これまでに 1983年、1990年、1996年、2002年、2007年、および 2011年の発生が知られており、
最新の活動は 2013年 12月末から 2014年 1月にかけて 2年 2カ月の繰り返し間隔で再来した。

SSEは、プレート境界浅部の巨大地震が発生する固着域と、深部の定常すべり域との間に位置する、プレート境界の性
質が変化する遷移的な領域で発生する現象と考えられている。関東地方南部では、フィリピン海プレート上で 1923年関
東地震 (MW 7.9)が発生し、その翌日に房総半島沖で MW 7.5の最大余震が発生した (武村、1994; Kimuraet al., 2009;本
多ほか、2014)。房総 SSEすべり域は最大余震震源域の深い側に位置しており、その活動を把握することはプレート境界
での応力の蓄積状況をモニタリングする上で重要である。
そこで、房総 SSEに伴う群発地震の詳細な活動履歴を明らかにするとともに、測地データの解析により SSE断層モデ

ルを決定した。

データ・手法
房総半島沖の深さ 30km以浅、2005年 1月 1日以降に発生した地震を対象として、波形相関を用いたDouble Difference

法によって詳細震源分布を決定した。初期震源は防災科研 Hi-netによる。ただし、一部自動処理結果を含む。
防災科研 Hi-netに併設された高感度加速度計 (傾斜計)による記録を元に、Obaraet al. (2004)に従い、断層位置・形状

については genetic algorithm inversion、すべり量は最小二乗法により一様すべりの矩形断層モデルを決定した。傾斜変動
の顕著な 2013年 12月 31日から 2014年 1月 6日にかけての傾斜変動量を用いた。傾斜記録は潮汐成分、気圧応答成分
の補正を行った後、リニアトレンド成分を除去し、気圧補正には、波崎 2観測点 (HA2H)の気圧観測値を使用した。す
べりの方向はプレートの相対運動方向に固定した。

結果
今回の房総 SSEに伴う群発地震の大部分は、これまでの房総 SSEに伴う群発地震の発生域 (以後、地震発生域とする)

の北端周辺で発生した。はじめ、一宮沖で地震が発生しはじめ、その後西に発生域が移動するとともに、地震発生域の南
端および勝浦直下周辺でも地震が少数発生した。はじめ西の海域で地震が発生し東に移動する点は過去の房総 SSEと同
様である。2007年は主に地震発生域の北端周辺で地震が発生しており、これは今回の活動と類似している。ただし、群
発地震の広がりは 2007年の方がやや大きく、地震発生数も 2007年の方が多い。一方、2011年は勝浦直下辺りでも多く
の地震が発生した。
最大の傾斜変動は勝浦東観測点 (KT2H)において北西傾斜の約 0.4µradianの変動が観測された。房総 SSEのすべり域

は勝浦沖に決定され、規模はMW 6.1と推定された。すべり域の位置は、傾斜データから推定された 2007年 (Sekineet al.,
2007)および 2011年 (Hiroseet al., 2012)の初期のすべり域とほぼ重なる。傾斜データを見ると、2007年 (MW 6.4)と比
較して KT2Hでの傾斜方向はほぼ同じだが変動量は約 1/2と小さく SSE全体の規模が小さいことと調和的である。2007
年と比較して今回の地震発生数が少なかったことは、SSE規模の違いを反映している可能性がある。2011年ははじめの
2日半で西北西方向に約 0.3µradianの傾斜変動が見られ、この期間の規模は MW 6.2と推定された (Hiroseet al., 2012)。
この期間の傾斜変動の方向・変動量、および SSEの規模は今回に近い。また、この期間には地震発生域の北端周辺で地
震が発生しており、今回の活動と類似している。一方、2011年は初期の活動に続いて勝浦直下でも地震が発生するとと
もに、北北西方向に約 1.0µradianに達する大きな変動が見られたが、今回はこれに対応するような地震活動および傾斜
変動は観測されていない。

議論
今回は、過去約 30年間で最短の間隔で再来した。2011年房総 SSEは再来間隔がそれまでで最短だったが、SSEの規

模はそれまでとほぼ同程度であり、2011年東北地方太平洋沖地震および余効変動による応力変化が房総 SSEの応力降下
量の大きな割合に相当することから、応力増加により発生が早められた可能性が提案されている (Hiroseet al., 2012)。こ
れに対して、今回はこれまでより規模が小さく、すべり域がほぼ同じだとするとすべり量が小さい可能性がある。この
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ことは、これまでより応力蓄積量が小さい状態で発生し、そのために再来間隔が短くなった可能性を示唆している。房
総半島沖の応力蓄積過程を明らかにするためには、さらにデータを追加し房総 SSEの詳細な震源過程を明らかにする必
要がある。
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